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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大

事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画  

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，保護管と熱電

対で構成されており，熱

電対は保護管に9個内蔵

され，検出器は，検出器

架台とＵボルトにて接

続する。 

検出器架台は，溶接にて

ベースプレートに固定

され，ベースプレートは

基礎ボルトにより床面

に設置する。 

 

 

 

 

熱電対 

 

【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）】 

 

  
 

 

A-A 矢視 

（ベースプレート

拡大） 

(単位：mm) 

 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

 

検出器架台（プール側） 

ベースプレート 

 

検出器架台（壁側） 

検出器架台 

(壁側) 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

 

検出器架台 

(プール側) 

Ｕボルト 

検出器サポート 

 

A A 

363 1105 

8788 

250 

150 
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2.2 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9 「機能維持の基本方針」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す使用済

燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

検出器については「4.1 検出器の固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「4.2 検出器の地震応答解析及び構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施し，検出器架台については「5.1 検出器架台の固有周期」で算

出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5.2 検出

器架台の構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料貯蔵プ

ール水位・温度（SA）の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気

的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，

「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」

に示す。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 
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図 2－1 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の耐震評価フロー 

 

 

 

 

 

 

検出器の 
解析モデルの設定 

検出器架台の 
解析モデルの設定 

三次元はりモデル

の作成 
三次元はりモデル

の作成 

固有値解析 

設計用地震力 

機能維持 
評価用加速度 

検出器の 
構造強度評価 

固有値解析 

設計用地震力 

検出器の電気的 
機能維持評価 

スロッシング荷重の算出 

流体差圧の算出 

三次元流動解析 

検出器の応力算出 

検出器架台取合い点

反力算出 

検出器架台の 
応力算出 

検出器架台の 
構造強度評価 

地震応答解析 

地震応答解析 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

  ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984  

    （（社）日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

  ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

   ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・ 

   建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

 

Ａｂ 

Ａｃ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

ｄｏ 

ｄi 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｘ 

 

Ｆｙ 

 

Ｆｚ 

 

ƒｓｂ 

ƒｔ１ 

ƒｔ２ 

ƒｔ３ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

ｌｐ 

ｍｐ 

ｍＷ1 

ｍＷ2 

Ｍｘ 

 

Ｍｙ 

 

Ｍｚ 

 

n 

Ｓｕ 

検出器サポートを構成する部材のうち，最大応力となる部材の断

面積 

基礎ボルトの軸断面積 

検出器架台の断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

検出器保護管外径 

検出器保護管内径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＸ軸方向に作用する力 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＹ軸方向に作用する力 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＺ軸方向に作用する力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

保護管における許容組合せ応力 

検出器サポートにおける許容組合せ応力 

検出器架台における許容組合せ応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

保護管長さ 

検出器質量 

検出器内包水質量 

検出器付加質量 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＸ軸方向に作用するモーメント 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＹ軸方向に作用するモーメント 

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＺ軸方向に作用するモーメント 

基礎ボルトの本数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

mm2 

 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

N 

 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

kg 

kg 

kg 

N･m 

 

N･m 

 

N･m 

 

― 

MPa 

＊ 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｗ 

Z1 

Z2 

Zp1 

ν 

σｋ１ 

σｋ２ 

σｋ３ 

σｔ 

τ１ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 40℃

における値 

計器の荷重 

弱軸回りの断面係数 

強軸回りの断面係数 

ねじり断面係数 

ポアソン比 

保護管に生じる組合せ応力 

検出器サポートに生じる組合せ応力 

検出器架台に生じる組合せ応力 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

 

N 

mm3 

mm3 

mm3 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･m 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の耐震評価は，検出器とそれを支持する検出器架台に

ついて評価を行う。 

検出器については，「4.2.1 検出器の構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる検出器及び検出器サポートについて評価を実施する。また，検出器架台については，

「5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる検出器架

台部及び基礎ボルト部について評価を実施する。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 
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4. 検出器の評価 

4.1 検出器の固有周期 

4.1.1 検出器の固有値解析方法 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の固有値解析方法を以下に示す。  

(1) 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器は，「4.1.2 検出器の解析モデル及び

諸元」に示す三次元はりモデルとして考える。 

 

4.1.2 検出器の解析モデル及び諸元 

   使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の解析モデルを図 4－1に，解析モデ

ルの概要を以下に示す。また機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA）（G41-TE051-1～8）の耐震性についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA）（G41-TE052）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 拘束条件は，検出器と検出器架台（プール側）との取合い点でＹＺ方向を，検出器と検

出器架台（壁側）との取合い点でＸＹＺ方向を拘束する。また，検出器サポート点につい

てはＸＺ方向を拘束する。 

(2) 検出器と検出器架台との取合い点には，検出器架台の剛性を考慮したばね定数を設定す

る。 

(3) 円柱形状の保護管に含まれる水の質量及び水中の機器の形状により排除される水の付加

質量を考慮し，水の質量及び付加質量は，燃料プール通常水位高さから保護管の下端にわ

たって水平方向に等分布に与えられる。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは，「ＳＯＬＶＥＲ」を使用し，固有値を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 検出器の解析モデル 
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              鳥瞰図記号凡例 

記号 内容 

 

 

 

レストレイント 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 検出器の解析モデル（鳥観図） 

   節点数：202 

要素数：201 
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4.1.3 検出器の固有値解析結果 

検出器の固有値解析結果を表 4－1，振動モードを図 4－3 に示す。 

 

表 4―1 固有値解析結果 

計器番号 モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ Ｘ方向 Ｚ方向 

G41-TE051-1 

G41-TE051-2 

G41-TE051-3 

G41-TE051-4 

G41-TE051-5 

G41-TE051-6 

G41-TE051-7 

G41-TE051-8 

G41-TE052 

1 次 水平  0.000 0.158 0.000 

2 次 水平  0.158 0.000 0.001 

3 次 水平  0.000 0.281 0.000 

4 次 水平  0.249 0.000 0.226 

5 次 水平  - - - 

 注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から 
     算出した値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 振動モード図 

  

 

1 次            2 次             3 次         4 次        
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4.2 検出器の構造強度評価 

4.2.1 検出器の構造強度評価方法 

4.1.2 (1)～(4)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器に対して，水平方向及び鉛

直方向から作用するものとする。 

(2) 解析コードは，「ＳＯＬＶＥＲ」及び「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。「ＳＯ 

ＬＶＥＲ」を用いて，地震力による応力及び検出器架台に与える反力を求める。「ＮＸ 

ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて，スロッシング荷重による応力及び検出器架台に与える反 

力を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

4.2.2 検出器の荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の荷重の組合せ及び許容応力状態

のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2.2 検出器の許容応力 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき表 4－3のとおりとする。 

 

4.2.2.3 検出器の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の使用材料の許容応力評価条件の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－4に示す。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0 

1
5
 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料

貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0 

1
6
 

表 4－3 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 

組合せ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を

省略する。 

 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

保護管 SUS316TP 周囲環境温度 100 176 476 205 

検出器サポート SUS316 周囲環境温度 100 176 476 205 
＊
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4.2.3 検出器の設計用地震力 

   耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地

震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 4－5 検出器の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L. 31.700 

 固有周期(s) 水平：   *1  鉛直：0.05 以下  

 減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 応答鉛直 

震度＊2 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次  ― ― ― 1.91 1.91 3.16 

2 次  ― ― ― 1.87 1.87 3.01 

3 次  ― ― ― 1.81 1.81 2.82 

4 次  ― ― ― 1.53 1.53 2.44 

5 次  ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊4 ― ― ― 1.37 1.37 1.16 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：1次固有周期について記載 

  ＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示す。 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊4：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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4.2.4 検出器に発生する反力の算出方法 

    検出器に発生する反力を求め，保護管の応力評価を行う。また，検出器架台の評価に適 

用する取合い点反力を算出する。 

 

4.2.4.1 地震力における反力の算出 

(1) 図 4－1 に示す解析モデルにより地震応答解析を実施する。 

(2) 解析により算出された，保護管評価に使用する反力とモーメントを表 4－6に示

す。また，検出器架台評価に使用する取合い点の反力とモーメントを表 4－7に，検

出器サポート評価に使用する反力とモーメントを表 4－8に示す。 

 

表4－6 保護管評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

保護管      
 

 

 

表4－7 検出器架台評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

取合い点 

（検出器架台（プー

ル側）） 

 
 

 

 

 
   

取合い点 

（検出器架台（壁

側）） 

 

 

 

 
    

 

表 4－8 検出器サポート用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N)  モーメント(N･m)  

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器サポート 
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4.2.4.2 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器の評価に使用する地震波の組合せ 

検出器の応力が最大となる地震波を求めるため，検出器の固有値解析にて求めた

固有周期より，地震加速度を確認する。地震解析用地震波の確認結果を表4－9，三

次元流動解析用地震波の確認結果を表4－10に示す。表4－9，表4－10の確認結果か

ら，検出器の評価に使用する地震波の組合せを以下に示す。 

(1) 地震解析最大の地震波となるSs-1と三次元流動解析用の地震波Ss-1の組合せ 

(2) 三次元流動解析最大の地震波となるSs-7と地震応答解析用の地震波Ss-7の組合

せ 

 
表4－9 地震応力解析において，応力が最大となる地震波 

(×9.8m/s2) 

地震波 
地震解析用 

評価 
NS＋鉛直＊1 EW＋鉛直＊2 

Ss-1 3.40 3.42 地震解析最大 

Ss-2 1.94 2.21 ― 

Ss-3 1.87 1.82 ― 

Ss-4 1.48 1.55 ― 

Ss-5 1.54 1.69 ― 

Ss-6 1.58 1.62 ― 

Ss-7 1.54 1.73 ― 

Ss-8 1.66 1.59 ― 

注記＊1： NS2 ＋鉛直2 

＊2： EW2 ＋鉛直2 

 

表4－10 三次元流動解析において，応力が最大となる地震波 

(×9.8m/s2) 

地震波 
三次元流動解析用 

評価 
NS EW 

Ss-1 0.31 0.31 ― 

Ss-2 0.22 0.17 ― 

Ss-3 0.52 0.54 ― 

Ss-4 0.47 0.56 ― 

Ss-5 0.76 0.80 ― 

Ss-6 0.48 0.73 ― 

Ss-7 0.80 0.88 三次元流動解析最大 

Ss-8 0.07 0.07 ― 
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4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器に対するスロッシングの影響を考

慮した発生反力，モーメントの算出 

地震解析用の地震波を適用して，地震応答解析を実施し，保護管，検出器架台及び

検出器サポートの評価に使用する反力及びモーメントを算出する。 

 スロッシング荷重は，Ⅵ-1-1-9-3 「溢水評価条件の設定」に示す基準地震動Ｓｓ

の 3方向入力による使用済燃料貯蔵プールの三次元流動解析により得られた水深ごと

の水平方向の圧力を保護管側面の投影面積と掛け合わせて，各節点の荷重を求める。 

 

(1) 地震解析最大の地震波となるSs-1と三次元流動解析用の地震波Ss-1の組合せ 

個別解析によって得られた保護管評価用の反力とモーメントを表4－11，検出器

架台評価用の反力とモーメントを表4－12，検出器サポート用の反力とモーメント

を表4－13に示す。 

 

表4－11 保護管評価用反力，モーメント（Ss-1） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

保護管 

地震力      
 

 

スロッシング       

地震力＋ 

スロッシング 
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表4－12 取合い点反力，モーメント（Ss-1） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器 

架台（プ

ール側） 

地震力  
 

 
    

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
 

 

 

 

 
   

検出器 

架台（壁

側） 

地震力  
 

 
    

スロッシング       

地震力＋ 

スロッシング 

 

 

 

 

 

 
   

 

表 4－13 検出器サポート反力，モーメント（Ss-1） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器サ

ポート 

地震力 
 

 
 

 

 
   

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
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(2) 三次元流動解析最大の地震波となるSs-7と地震応答解析用の地震波Ss-7の組合せ 

個別解析によって得られた保護管評価用の反力とモーメントを表4－14，検出器架

台評価用の反力とモーメントを表4－15，検出器サポート用の反力とモーメントを表

4－16に示す。 

 

表4－14 保護管評価用反力，モーメント（Ss-7） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

保護管 

地震力       

スロッシング     
 

 
 

地震力＋ 

スロッシング 
    

 

 

 

 

 

表4－15 取合い点反力，モーメント（Ss-7） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器 

架台（プ

ール側） 

地震力  
 

 
    

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
 

 

 

 

 
   

検出器 

架台（壁

側） 

地震力  
 

 
    

スロッシング 
 

 
 

 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
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表4－16 検出器サポート反力，モーメント（Ss-7） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器サ

ポート 

地震力       

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
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4.2.5 検出器の計算条件 

解析に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-

TE051-1～8）の耐震性についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-

TE052）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.2.6 検出器の応力の評価 

4.2.6.1 検出器の応力の評価 

検出器に生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ１以下であること。た

だし ƒｔ１は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 
ƒｔ１ 

 Ｆ 

1.5
・1.5  

 

4.2.6.2 検出器サポートの応力の評価 

検出器サポートに生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ２以下である

こと。ただし ƒｔ２は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 
ƒｔ２ 

 Ｆ 

1.5
・1.5  

 

   

＊ 

＊ 
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5. 検出器架台の評価 

5.1 検出器架台の固有周期 

5.1.1 検出器架台の固有値解析方法  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器架台の固有値解析方法を以下に示

す。 

(1) 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器架台は，「5.1.2 検出器架台の解析モ

デル及び諸元」に示す三次元はりモデルとして考える。 

 

5.1.2 検出器架台の解析モデル及び諸元  

    使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器架台の解析モデルを図 5－1に，解析モ

デルの概要を以下に示す。また機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温

度（SA）（G41-TE051-1～8）の耐震性についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA）（G41-TE052）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 検出器架台の質量は，それぞれの重心に集中するものとする。 

(2) 拘束条件として，基礎ボルト部は完全拘束とする。なお，基礎ボルト部は剛体として評

価する。 

(3) 検出器との取合い点にて検出器からの反力を受けるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

鳥観図記号凡例 

記号 内容 

△ 拘束点 

図 5－1 検出器架台 解析モデル  

節点数：3 

要素数：2 

Ｙ 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 
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5.1.3 検出器架台の固有値解析結果 

検出器架台の固有値解析結果を表 5－1に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

表 5－1 固有値解析結果 

計器番号 モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

G41-TE051-1 

G41-TE051-2 

G41-TE051-3 

G41-TE051-4 

G41-TE051-5 

G41-TE051-6 

G41-TE051-7 

G41-TE051-8 

G41-TE052 

1 次 水平  ― ― ― 
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5.2 検出器架台の構造強度評価 

5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法 

     5.1.2 (1)～(4)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器架台に対して，水平方向及

び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 「4.2.4 検出器に発生する反力の算出方法」に示す検出器の解析により得られた検出

器取合い点反力を，検出器架台取り合い部に入力する。 

(3) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，反力を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

5.2.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

5.2.2.2 検出器架台の許容応力 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）検出器架台の許容応力は，Ⅵ-2-1-9 「機

能維持の基本方針」に基づき表 5－2 のとおりとする。 

 

5.2.2.3 検出器架台の使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）検出器架台の使用材料の許容応力評価条件

のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－3 に示す。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 

検出器架台 

要素 1 
STKR400 周囲環境温度 100 196 373 ― 

検出器架台 
要素 2 

SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 

 

 

＊

 

＊

 

＊
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5.2.3 検出器架台の設計用地震力  

検出器架台の耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。 

 

表 5－4 検出器架台の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 31.700 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ=1.37 ＣＶ=1.16 

 
 
5.2.4 基礎ボルト及び検出器架台の計算方法 

  5.2.4.1 基礎ボルトに発生する反力，モーメントの算出 

(1) 「4.2.4.1 地震力における反力の算出」にて求めた，表 4－7の値を検出器架台の

取り合い部に入力し，解析を実施する。 

(2) 解析によって得られた基礎ボルトの評価用の反力とモーメントを表 5－5に示す。 

 

表 5－5 基礎ボルト評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

基礎ボルト  
 

 

 

 

 

 
  

 

5.2.4.2 検出器架台に発生する反力，モーメントの算出 

解析によって得られた検出器架台評価用の反力とモーメントを表 5－6に示す。 

表 5－6 検出器架台評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器架台（プール

側） 
 

 

 

 

 

 

 
  

検出器架台（壁側） 
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5.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の基礎ボルトにおけるスロッシングの影響

を考慮した発生反力，モーメントの算出 

「4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器に対するスロッシン

グの影響を考慮した発生反力，モーメントの算出」にて求めた表 4－12（Ss-1）及び

表 4－15（Ss-7）の値を検出器架台の取り合い部に入力し，解析を実施する。解析に

より得られた検出器架台の拘束点反力を表 5－7（Ss-1）及び表 5－8（Ss-7）に示

す。 

 

表5－7 基礎ボルト評価用反力，モーメント（Ss-1） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

基礎 

ボルト 

地震力  
 

 
 

 

 
  

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
 

 

 

 

 

 

 
  

 

表5－8 基礎ボルト評価用反力，モーメント（Ss-7） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

基礎 

ボルト 

地震力  
 

 
 

 

 
  

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
 

 

 

 

 

 

 
  

 
5.2.4.4 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器架台におけるスロッシングの影響

を考慮した発生反力，モーメントの算出 

   「4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の検出器に対するスロッシン

グの影響を考慮した発生反力，モーメントの算出」にて求めた表 4－12（Ss-1）及び

表 4－15（Ss-7）の値を検出器架台の取り合い部に入力し，解析を実施する。解析に

より得られた検出器架台の部材に発生する反力とモーメントを表 5－9（Ss-1）及び

表 5－10（Ss-7）に示す。 

 

  

      

      

      

      

      

      



 

31 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
3
 
R0
 

表 5－9 検出器架台評価用反力，モーメント（Ss-1） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器 

架台（プ

ール側） 

地震力  
 

 
 

 

 
  

スロッシング   
 

 
   

地震力＋ 

スロッシング 
 

 

 

 

 

 

 
  

検出器 

架台（壁

側） 

地震力 

 

 
 

 
    

スロッシング       

地震力＋ 

スロッシング 

 

 

 

 

 

 
   

 

表 5－10 検出器架台評価用反力，モーメント（Ss-7） 

対象部位 ケース 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器 

架台（プ

ール側） 

地震力 

 

 
 

 
 

 
  

スロッシング   
 

   

地震力＋ 

スロッシング 
 

   
  

検出器 

架台（壁

側） 

地震力  
 

    

スロッシング 
 

 
 

   

地震力＋ 

スロッシング    
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5.2.5 検出器架台の計算条件  

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）

（G41-TE051-1～8）の耐震性についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA）（G41-TE052）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

  

5.2.6 検出器架台の応力の評価 

5.2.6.1 基礎ボルトの応力評価 

基礎ボルトに生じる引張応力は次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であるこ

と。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ， ƒｔｏ ]  ･･････････････････････(5.2.6.1) 

せん断応力τは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5  

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 

5.2.6.2 検出器架台の応力評価 

検出器架台に生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ３以下である

こと。ただし，ƒｔ３は下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 
ƒｔ３ 

 Ｆ 

1.5
・1.5  

 

  

＊ 

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 

6.1 機能維持評価用加速度 

    各熱電対の機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度，又は「4. 検出器の評価」の地震応答解析で評価し

た検出器に生じる最大の応答加速度のいずれか大きい値とする。 

   なお，地震応答解析から求まる応答加速度は，剛領域の振動モードの影響を踏まえて，20Hz

を超える振動数領域まで考慮した地震応答解析により，応答加速度の算出を行う。機能維持評

価用加速度を表 6－1に示す。 

 

               表 6－1 機能維持評価用加速度           (×9.8m/s2) 

評価部位 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 

機能維持評価

用加速度*1 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-1） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-2） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-3） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-4） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-5） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-6） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-7） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-8） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE052） 

原子炉建屋  

T.M.S.L. 31.700*2 

水平 2.84 

鉛直 1.16 

注記*1：検出器に生じる最大の応答加速度を全ての熱電対に適用した値を示す。打ち切り振動数

を 30Hz として計算した結果を示す。 

  *2：基準床レベルを示す。 
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6.2 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の機能確認済加速度には，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を

確認した加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－2 に示す。 

 

              表 6－2 機能確認済加速度         （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-1） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-2） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-3） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-4） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-5） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-6） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-7） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE051-8） 

水平  

鉛直  

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

（G41-TE052） 

水平  

鉛直  
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7. 評価結果    

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果    

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2)  機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-1） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-1） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-1） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-2）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-2） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-2） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-2） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-3）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-3） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-3） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-3） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-4）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-4） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-4） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-4） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-5）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-5） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-5） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-5） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-6）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-6） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-6） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-6） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-7）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-7） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-7） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



 

 
 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0 

8
9
 

1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-7） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE051-8）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-8） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



 

 
 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0 

9
4
 

1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE051-8） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 
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1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE051-8） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）（G41-TE052）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 検出器 

1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE052） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊1 
 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝1.37 

又は*2 

ＣＶ＝1.16 

又は*2 
100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。 

 

1.1.2 機器要目 

 1.1.2.1 検出器 

 

 

 

 
 

 
   1.1.2.2 検出器サポート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍ ｐ  

(kg) 
ｍ Ｗ 1 

(kg) 
ｍ Ｗ 2 

(kg) 
ｄ ０  

(mm) 
ｄ ｉ  

(mm) 
ｌ p 

(mm) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

保護管    76.3 62.3 8351 176 476 205 205 

部材 
Ａ 

(mm 2) 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｓｙ (ＲＴ) 

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器サポート 521.9 176 476 205 205 

 

  

＊ 

＊ 
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1.1.3 計算数値 

1.1.3.1 検出器 

  1.1.3.1.1 保護管に作用する反力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 
 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  

 

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント                                                           （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

保護管 

Ss-1 －  －  －  

保護管 
Ss-7 －  －  －  
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1.1.3.2 検出器サポート 

  1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 
Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 
Ss-7 －  －  －  

 

  1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器サポート 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器サポート 

Ss-1 －  －  －  

検出器サポート 

Ss-7 －  －  －  

 

 

1.2 検出器架台及び基礎ボルト 

1.2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度（SA） 

（G41-TE052） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2.2 機器要目     

 1.2.2.1 基礎ボルト部     

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ  

(mm) 

Ａｂ 

(mm 2) 
n 

Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

基礎ボルト  
12 

(M12) 
113.1 4 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

1.2.2.2 検出器架台部 

部材 
Ｓｙ  

(MPa) 
Ｓｕ  

(MPa) 
Ｆ  

(MPa) 

検出器架台（要素□1 ） 196 373 196 

検出器架台（要素□2 ） 
194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
194 

 

1.2.3 計算数値 

  1.2.3.1 基礎ボルト部 

    1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力                                          （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント                                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-1 －  －  －  

基礎ボルト 
Ss-7 －  －  －  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＊ 

＊ 
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    1.2.3.2 検出器架台部 

       1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力                                          （単位：N） 

 部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  

 

       1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント                                     （単位：N･m） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

検出器架台（プール側） 

 (Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（プール側） 
Ss-7 －  －  －  

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-1 －  －  －  

検出器架台（壁側） 
Ss-7 －  －  －  
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1.3 結論 

1.3.1 検出器の応力                                               （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

保護管 

(Ss-1～8 包絡) 
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝83 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-1 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝110 ƒｔ１＝205 

保護管 
Ss-7 

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝115 ƒｔ１＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.2 検出器サポートの応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器サポート 
(Ss-1～8 包絡) 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝106 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 
Ss-1 

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝112 ƒｔ２＝205 

検出器サポート 

Ss-7 
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝92 ƒｔ２＝205 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.3 基礎ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(Ss-1～8 包絡) 

SS400 
引張り ― ― σｔ＝49 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝3 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-1 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝50 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝6 ƒｓｂ＝107 

基礎ボルト 

Ss-7 
SS400 

引張り ― ― σｔ＝43 ƒｔｓ＝139* 

せん断 ― ― τ1＝9 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ] 



 

 
 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0 

1
0
6 

1.3.4 検出器架台の応力                                           （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器架台（プール側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝55 ƒｔ３＝194 

検出器架台（プール側） 

Ss-7 
STKR400 組合せ ― ― σｋ３＝47 ƒｔ３＝196 

検出器架台（壁側） 

(Ss-1～8 包絡) 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝42 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-1 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝48 ƒｔ３＝194 

検出器架台（壁側） 

Ss-7 
SS400 組合せ ― ― σｋ３＝49 ƒｔ３＝194 

すべて許容応力以下である。 

 

1.3.5 電気的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 
機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA） 

（G41-TE052） 

水平方向 2.84＊2  

鉛直方向 1.16  

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。 

  ＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

 
 



 

 
 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-3 R0E 

1
0
7 

1.4 その他の機器要目 

 (1) 材料物性値 

項目 記号 単位 入力値 

縦弾性係数 Ε MPa 

190000 

(SUS316TP) 

190000 

(SUS316) 

198000 

(SS400) 

198000 

(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

 

(2) ばねの指定 

項目 

ばね定数 

Ｘ軸 

(N/mm) 

Ｙ軸 

(N/mm) 

Ｚ軸 

(N/mm) 

取合い点 

(検出器架台) 
   

検出器サポート  ―  

 

   (3) 検出器の断面性状 

部材 
要素 

番号 

断面積 断面係数 

(mm2) (mm3) 

検出器 1～201   

 

(4) 検出器架台の断面性状 

部材 
要素 

番号 

Ac Z1 Z2 Zp1 

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3) 

検出器架台 
1     

2     

 

 

 

 

 

   
  

節点番号：1～3 

要素番号：1～2 

 

 

Ｙ 

X 

Y 

Z 

Y 
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Ⅵ-2-4-2-4 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

の耐震性についての計算書



K
6
①

Ⅵ
-
2-
4
-
2-
4
R0

目 次

1. 概要 ··········································································· 1

2. 一般事項 ······································································· 1

2.1 構造計画 ····································································· 1

2.2 評価方針 ····································································· 3

2.3 適用規格・基準等 ····························································· 5

2.4 記号の説明 ··································································· 6

2.5 計算精度と数値の丸め方 ······················································· 8

3. 評価部位 ······································································· 9

4. 検出器の評価 ·································································· 10

4.1 検出器の固有周期 ···························································· 10

4.1.1 検出器の固有値解析方法 ··················································· 10

4.1.2 検出器の解析モデル及び諸元 ··············································· 10

4.1.3 検出器の固有値解析結果 ··················································· 13

4.2 検出器の構造強度評価 ························································ 14

4.2.1 検出器の構造強度評価方法 ················································· 14

4.2.2 検出器の荷重の組合せ及び許容応力 ········································· 14

4.2.3 検出器の設計用地震力 ····················································· 17

4.2.4 検出器に発生する反力の算出方法············································ 18

4.2.5 検出器の計算条件 ························································ 23

4.2.6 検出器の応力の評価 ······················································· 23

5. 検出器架台の評価 ······························································ 24

5.1 検出器架台の固有周期 ························································ 24

5.1.1 検出器架台の固有値解析方法 ··············································· 24

5.1.2 検出器架台の解析モデル及び諸元 ··········································· 24

5.1.3 検出器架台の固有値解析結果 ··············································· 25

5.2 検出器架台の構造強度評価 ····················································· 26

5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法 ············································· 26

5.2.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力 ····································· 26

5.2.3 検出器架台の設計用地震力 ················································· 28

5.2.4 基礎ボルト及び検出器架台の計算方法 ······································· 28

5.2.5 検出器架台の計算条件 ····················································· 31

5.2.6 検出器架台の応力の評価 ··················································· 31

6. 機能維持評価 ·································································· 32

6.1 機能維持評価用加速度 ························································ 32

6.2 機能確認済加速度 ···························································· 34

7. 評価結果 ······································································ 36

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 ··········································· 36



1

K
6
①

Ⅵ
-
2-
4
-
2-
4
R0

1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）は，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気

的機能維持評価を示す。

2. 一般事項

2.1 構造計画

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

検出器は，保護管と熱電

対で構成されており，熱

電対は保護管に 15 個内

蔵され，検出器は，検出

器架台とフランジにて

接続する。

検出器架台は，取付ボル

トによりベースプレー

トに固定され，ベースプ

レートは基礎ボルトに

より床面に設置する。

熱電対 【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）】

フランジ

熱電対

取付ボルト
検出器架台

保護管

ベースプレート

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

壁

A A

A-A 矢視

（ベースプレート

拡大）

(単位：mm)

1608

12251

床面

検出器サポート（上部）

検出器サポート（下部）
検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

検出器架台

ベースプレート

470

260

1053
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2.2 評価方針

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9 「機能維持の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，検出器については「4.1 検出器の固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用

地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.2 検出器の地震応答解析及び構造強度

評価」にて示す方法にて確認することで実施し，検出器架台については「5.1 検出器架台の固

有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5.2 検出器架台の構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，使用済

燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

て設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以

下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「7. 評価結果」に示す。

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の耐震評価フローを図 2－1 に示す。
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図 2－1 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の耐震評価フロー

検出器の

解析モデルの設定

検出器架台の

解析モデルの設定

三次元はりモデル

の作成

三次元はりモデル

の作成

固有値解析

設計用地震力

機能維持

評価用加速度

検出器の

構造強度評価

固有値解析

設計用地震力

検出器の電気的

機能維持評価

スロッシング荷重の算出

流体差圧の算出

三次元流動解析

検出器の応力算出

検出器架台取合い点

反力算出

検出器架台の

応力算出

検出器架台の

構造強度評価

地震応答解析

地震応答解析
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2.3 適用規格・基準等

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）
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2.4 記号の説明

記 号 記 号 の 説 明 単 位

Ａ

Ａｂ

Ａｃ

ＣＨ

ＣＶ

ｄ

ｄｏ

ｄi

Ｅ

Ｆ

Ｆｘ

Ｆｙ

Ｆｚ

ƒｓｂ

ƒｔ１

ƒｔ２

ƒｔ３

ƒｔｏ

ƒｔｓ

ｌｐ

ｍｐ

ｍＷ1

ｍＷ2

Ｍｘ

Ｍｙ

Ｍｚ

n

Ｓｕ

検出器サポートを構成する部材のうち，最大応力となる部材の断

面積

基礎ボルトの軸断面積

検出器架台の断面積

水平方向設計震度

鉛直方向設計震度

基礎ボルトの呼び径

検出器保護管外径

検出器保護管内径

縦弾性係数

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＸ軸方向に作用する力

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＹ軸方向に作用する力

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＺ軸方向に作用する力

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力

保護管における許容組合せ応力

検出器サポートにおける許容組合せ応力

検出器架台における許容組合せ応力

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

保護管長さ

検出器質量

検出器内包水質量

検出器付加質量

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＸ軸方向に作用するモーメント

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＹ軸方向に作用するモーメント

地震応答解析及びスロッシング荷重による応力解析にて求められ

たＺ軸方向に作用するモーメント

基礎ボルトの本数

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値

mm2

mm2

mm2

―

―

mm

mm

mm

MPa

MPa

N

N

N

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa

mm

kg

kg

kg

N･m

N･m

N･m

―

MPa

＊
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記 号 記 号 の 説 明 単 位

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ)

Ｗ

Z1

Z2

Zp1

ν

σｋ１

σｋ２

σｋ３

σｔ

τ１

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 40℃

における値

計器の荷重

弱軸回りの断面係数

強軸回りの断面係数

ねじり断面係数

ポアソン比

保護管に生じる組合せ応力

検出器サポートに生じる組合せ応力

検出器架台に生じる組合せ応力

基礎ボルトに生じる引張応力

基礎ボルトに生じるせん断応力

MPa

MPa

N

mm3

mm3

mm3

―

MPa

MPa

MPa

MPa

MPa
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2.5 計算精度と数値の丸め方

精度は有効数字 6桁以上を確保する。

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。

表 2－2 表示する数値の丸め方

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ ― ― 整数位

質量 kg ― ― 整数位

長さ mm ― ― 整数位＊1

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

モーメント N･m 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。
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3. 評価部位

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の耐震評価は，検出器とそれを支持する検出器架

台について評価を行う。

検出器については，「4.2.1 検出器の構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる検出器，検出器サポート（上部）及び検出器サポート（下部）について評価を実施する。

また，検出器架台については，「5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる検出器架台部及び基礎ボルト部について評価を実施する。

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造

図に示す。
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4. 検出器の評価

4.1 検出器の固有周期

4.1.1 検出器の固有値解析方法

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の固有値解析方法を以下に示

す。

(1) 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器は，「4.1.2 検出器の解析モデ

ル及び諸元」に示す三次元はりモデルとして考える。

4.1.2 検出器の解析モデル及び諸元

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の解析モデルを図 4－1に，解析

モデルの概要を以下に示す。また機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA広域）（G41-L/TE101，102，104，106，108，110～116，118，119）の耐震性に

ついての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-TE120）の耐震

性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。

(1) 拘束条件は，検出器上端の検出器架台との取合い点でＸＹＺ方向の拘束及びＸＹＺの回

転方向を拘束する。また，検出器上部サポート点並びに下部サポート点についてはＸＺ方

向を拘束する。

(2) 検出器上端の検出器架台との取合い点には，検出器架台の剛性を考慮したばね定数を設

定する。

(3) 円柱形状の保護管に含まれる水の質量及び水中の機器の形状により排除される水の付加

質量を考慮し，水の質量及び付加質量は，燃料プール通常水位高さから保護管の下端にわ

たって水平方向に等分布に与えられる。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＳＯＬＶＥＲ」を使用し，固有値を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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図 4－1 検出器の解析モデル

Y

解析取合い点

（検出器上端）検出器架台との

取合い点

上部サポート

下部サポート

Z X

フランジ

取付ボルト
検出器架台

検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

ベースプレート

壁

熱電対

床面

保護管

X

Y

Z

Y

検出器サポート

（上部）

検出器サポート

（下部）

T.M.S.L.31170mm

T.M.S.L.30920mm

T.M.S.L.30420mm

T.M.S.L.29920mm

T.M.S.L.29420mm

T.M.S.L.28420mm

T.M.S.L.27420mm

T.M.S.L.26420mm

T.M.S.L.25420mm

T.M.S.L.24420mm

T.M.S.L.23420mm

T.M.S.L.21420mm

T.M.S.L.20180mm

T.M.S.L.31575mm
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鳥瞰図記号凡例

記号 内容

レストレイント

拘束点

図 4－2 検出器の解析モデル（鳥観図）

節点数：300

要素数：299
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4.1.3 検出器の固有値解析結果

検出器の固有値解析結果を表 4－1，振動モードを図 4－3 に示す。

表 4―1 固有値解析結果

計器番号 モード 卓越方向
固有周期

（s）

水平方向刺激係数＊
鉛直方向

刺激係数＊Ｘ方向 Ｚ方向

G41-L/TE101

G41-L/TE102

G41-L/TE104

G41-L/TE106

G41-L/TE108

G41-L/TE110

G41-L/TE111

G41-L/TE112

G41-L/TE113

G41-L/TE114

G41-L/TE115

G41-L/TE116

G41-L/TE118

G41-L/TE119

G41-TE120

1 次 水平 0.000 0.276 0.000

2 次 水平 0.169 0.000 0.000

3 次 水平 0.000 0.667 0.000

4 次 水平 0.696 0.000 0.000

5 次 鉛直 0.000 0.000 1.012

6 次 水平 - - -

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

算出した値を示す。

図 4－3 振動モード図

1 次 2次 3次 4次 5次
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4.2 検出器の構造強度評価

4.2.1 検出器の構造強度評価方法

4.1.2 (1)～(4)のほか，次の条件で計算する。

(1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器に対して，水平方向

及び鉛直方向から作用するものとする。

(2) 解析コードは，「ＳＯＬＶＥＲ」及び「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。「ＳＯ

ＬＶＥＲ」を用いて，地震力による応力及び検出器架台に与える反力を求める。「ＮＸ

ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて，スロッシング荷重による応力及び検出器架台に与える反

力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

4.2.2 検出器の荷重の組合せ及び許容応力

4.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の荷重の組合せ及び許容応

力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。

4.2.2.2 検出器の許容応力

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3のとおりとする。

4.2.2.3 検出器の使用材料の許容応力評価条件

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の使用材料の許容応力評価

条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－4に示す。



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

1
5

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備）

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設

使用済燃料

貯蔵設備

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

常設／防止

常設／緩和
―＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0
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表 4－3 許容応力（重大事故等その他の支持構造物）

許容応力状態

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外）

一次応力

組合せ

ⅣＡＳ

1.5・ｆｔ
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を

省略する。

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備）

評価部材 材料
温度条件

（℃）

Ｓｙ

(MPa)

Ｓｕ

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

保護管 SUS316TP 周囲環境温度 100 176 476 205

検出器サポート SUS316 周囲環境温度 100 176 476 205
＊
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4.2.3 検出器の設計用地震力

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地

震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表 4－5 検出器の設計用地震力（重大事故等対処設備）

据付場所及び

床面高さ(m)
原子炉建屋 T.M.S.L. 31.700

固有周期(s) 水平： *1 鉛直： *2

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：1.0

地震力
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度＊3
応答鉛直

震度＊3

応答水平震度＊4
応答鉛直

震度＊4
NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向

1 次 ― ― ― 2.77 2.77 4.16

2 次 ― ― ― 2.77 2.77 4.57

3 次 ― ― ― 1.58 1.58 2.68

4 次 ― ― ― 1.54 1.54 2.44

5 次 ― ― ― 1.62 1.62 1.58

6 次 ― ― ― ― ― ―

動的地震力＊5 ― ― ― 1.37 1.37 1.16

静的地震力 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：1次固有周期について記載

＊2：5次固有周期について記載

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示す。

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。

＊5：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。
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4.2.4 検出器に発生する反力の算出方法 

    検出器に発生する反力を求め，保護管の応力評価を行う。また，検出器架台の評価に適 

用する取合い点反力を算出する。 

 

4.2.4.1 地震力における反力の算出 

(1) 図 4－1 に示す解析モデルにより地震応答解析を実施する。 

(2) 解析により算出された，保護管評価に使用する反力とモーメントを表 4-6 に示

す。また，検出器架台評価に使用する取合い点の反力とモーメントを表 4-7 に，

検出器サポート評価に使用する反力とモーメントを表 4-8 に示す。 

 

表4－6 保護管評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

保護管    
 

 
 

 

 

 

表4－7 検出器架台評価用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N) モーメント(N･m) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

取合い点 

（検出器上端） 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

表 4-8 検出器サポート用反力，モーメント 

対象部位 
反力(N)  モーメント(N･m)  

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

検出器サポート 

（上部） 

 

 
 

 

 
   

検出器サポート 

（下部） 

 

 
 

 

 
   

 

4.2.4.2 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器の評価に使用する地震波の組

合せ 

検出器の応力が最大となる地震波を求めるため，検出器の固有値解析にて求めた

固有周期より，地震加速度を確認する。地震応答解析用地震波の確認結果を表4－

9，三次元流動解析用地震波の確認結果を表4－10に示す。表4-9，表4-10の確認結果

から，検出器の評価に使用する地震波の組合せを以下に示す。 

(1) 地震応答解析最大の地震波となるSs-1と三次元流動解析用の地震波Ss-1の組合

せ 
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(2) 三次元流動解析最大の地震波となるSs-7と地震応答解析用の地震波Ss-7の組合

せ

表4－9 地震応力解析において，応力が最大となる地震波

(×9.8m/s2)

地震波
地震応答解析用

評価
NS＋鉛直＊1 EW＋鉛直＊2

Ss-1 3.35 3.40 地震応答解析最大

Ss-2 2.85 3.02 ―

Ss-3 2.18 2.19 ―

Ss-4 1.84 1.91 ―

Ss-5 1.60 1.75 ―

Ss-6 1.86 1.93 ―

Ss-7 1.66 1.86 ―

Ss-8 2.15 2.13 ―

注記＊1： NS2 ＋鉛直2

＊2： EW2 ＋鉛直2

表4－10 三次元流動解析において，応力が最大となる地震波

(×9.8m/s2)

地震波
三次元流動解析用

評価
NS EW

Ss-1 0.31 0.31 ―

Ss-2 0.22 0.17 ―

Ss-3 0.52 0.54 ―

Ss-4 0.47 0.56 ―

Ss-5 0.76 0.80 ―

Ss-6 0.48 0.73 ―

Ss-7 0.80 0.88
三次元流動解析

最大

Ss-8 0.07 0.07 ―
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4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器に対するスロッシングの影響

を考慮した発生反力，モーメントの算出

地震応答解析用の地震波を適用して，地震応答解析を実施し，保護管，検出器架台

及び検出器サポートの評価に使用する反力及びモーメントを算出する。

スロッシング荷重は，Ⅵ-1-1-9-3 「溢水評価条件の設定」に示す基準地震動Ｓｓ

の 3方向入力による使用済燃料貯蔵プールの三次元流動解析により得られた水深ごと

の水平方向の圧力を保護管側面の投影面積と掛け合わせて，各節点の荷重を求める。

(1) 地震応答解析最大の地震波となるSs-1と三次元流動解析用の地震波Ss-1の組合せ

個別解析によって得られた保護管評価用の反力とモーメントを表4-11，検出器架

台評価用の反力とモーメントを表4-12，検出器サポート用の反力とモーメントを表

4-13に示す。

表4－11 保護管評価用反力，モーメント（Ss-1）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

保護管

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

表4－12 取合い点反力，モーメント（Ss-1）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器

架台

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング
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表 4－13 検出器サポート反力，モーメント（Ss-1）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器サ

ポート

（上部）

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

検出器サ

ポート

（下部）

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

(2) 三次元流動解析最大の地震波となるSs-7と地震応答解析用の地震波Ss-7の組合せ

個別解析によって得られた保護管評価用の反力とモーメントを表4-14，検出器架

台評価用の反力とモーメントを表4-15，検出器サポート用の反力とモーメントを表

4-16に示す。

表4－14 保護管評価用反力，モーメント（Ss-7）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

保護管

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング
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表4－15 取合い点反力，モーメント（Ss-7）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器

架台

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

表4－16 検出器サポート反力，モーメント（Ss-7）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器サ

ポート

（上部）

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

検出器サ

ポート

（下部）

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング
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4.2.5 検出器の計算条件

解析に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-

L/TE101，102，104，106，108，110～116，118，119）の耐震性についての計算結果】，【使

用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）（G41-TE120）の耐震性についての計算結果】の

設計条件及び機器要目に示す。

4.2.6 検出器の応力の評価

4.2.6.1 検出器の応力の評価

検出器に生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ１以下であること。た

だし ƒｔ１は下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容組合せ応力

ƒｔ１

Ｆ

1.5
・1.5

4.2.6.2 検出器サポートの応力の評価

検出器サポートに生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ２以下である

こと。ただし ƒｔ２は下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容組合せ応力

ƒｔ２

Ｆ

1.5
・1.5

＊
＊
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5. 検出器架台の評価

5.1 検出器架台の固有周期

5.1.1 検出器架台の固有値解析方法

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器架台の固有値解析方法を以下に

示す。

(1) 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器架台は，「5.1.2 検出器架台の

解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデルとして考える。

5.1.2 検出器架台の解析モデル及び諸元

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の検出器架台の解析モデルを図 5－1 に，

解析モデルの概要を以下に示す。また機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）（G41-L/TE101，102，104，106，108，110～116，118，119）の耐震性

についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-TE120）の耐震

性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。

(1) 検出器架台の質量は，それぞれの重心に集中するものとする。

(2) 拘束条件として，基礎ボルト部は完全拘束とする。なお，基礎ボルト部は剛体として評

価する。

(3) 検出器との取合い点にて検出器からの反力とモーメントを受けるものとする。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

鳥観図記号凡例

記号 内容

△ 拘束点

検出器取合い点

図 5－1 検出器架台 解析モデル

節点数：9

要素数：8

Ｙ

X

Z
基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

検出器架台ベースプレート
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5.1.3 検出器架台の固有値解析結果

検出器架台の固有値解析結果を表 5－1に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。

表 5－1 固有値解析結果

計器番号 モード 卓越方向
固有周期

（s）

水平方向刺激係数 鉛直方向

刺激係数Ｘ方向 Ｚ方向

G41-L/TE101

G41-L/TE102

G41-L/TE104

G41-L/TE106

G41-L/TE108

G41-L/TE110

G41-L/TE111

G41-L/TE112

G41-L/TE113

G41-L/TE114

G41-L/TE115

G41-L/TE116

G41-L/TE118

G41-L/TE119

G41-TE120

1 次 鉛直 ― ― ―
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5.2 検出器架台の構造強度評価

5.2.1 検出器架台の構造強度評価方法

5.1.2 (1)～(4)のほか，次の条件で計算する。

(1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器架台に対して，水平

方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(2) 「4.2.4 検出器に発生する反力の算出方法」に示す検出器の解析により得られた検出

器取合い点反力を，検出器架台先端部に入力する。

(3) 解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，反力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

5.2.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力

5.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。

5.2.2.2 検出器架台の許容応力

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）検出器架台の許容応力は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2 のとおりとする。

5.2.2.3 検出器架台の使用材料の許容応力評価条件

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）検出器架台の使用材料の許容応力評

価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－3 に示す。
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物）

許容応力状態

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外）

許容限界＊1，＊2

（ボルト等）

一次応力 一次応力

組合せ 引張り せん断

ⅣＡＳ

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備）

評価部位 材料
温度条件

（℃）

Ｓｙ

(MPa)

Ｓｕ

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト
SS400

（40mm＜径）
周囲環境温度 100 194 373 ―

検出器架台 SUS304 周囲環境温度 100 171 441 205

＊ ＊ ＊
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5.2.3 検出器架台の設計用地震力

検出器架台の耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。

表 5－4 検出器架台の設計用地震力（重大事故等対処設備）

据付場所

及び

床面高さ

(m)

固有周期

(ｓ)

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700
0.05 以下 ― ― ＣＨ=1.37 ＣＶ=1.16

5.2.4 基礎ボルト及び検出器架台の計算方法

5.2.4.1 基礎ボルトに発生する反力，モーメントの算出

(1) 「4.2.4.1 地震力における反力の算出」にて求めた，表 4-7 の値を検出器架台の

先端部に入力し，解析を実施する。

(2) 解析によって得られた基礎ボルトの評価用の反力とモーメントを表 5－5に示す。

表 5－5 基礎ボルト評価用反力，モーメント

対象部位
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

基礎ボルト

5.2.4.2 検出器架台に発生する反力，モーメントの算出

解析によって得られた検出器架台評価用の反力とモーメントを表 5－6に示す。

表 5－6 検出器架台評価用反力，モーメント

対象部位
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器架台
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5.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の基礎ボルトにおけるスロッシング

の影響を考慮した発生反力，モーメントの算出

「4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器に対するスロッ

シングの影響を考慮した発生反力，モーメントの算出」にて求めた表 4-12（Ss-1）

及び表 4-15（Ss-7）の値を検出器架台の先端部に入力し，解析を実施する。解析に

より得られた検出器架台の拘束点反力を表 5-7（Ss-1）及び表 5-8（Ss-7）に示す。

表5－7 基礎ボルト評価用反力，モーメント（Ss-1）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

基礎

ボルト

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

表5－8 基礎ボルト評価用反力，モーメント（Ss-7）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

基礎

ボルト

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング
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5.2.4.4 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の検出器架台におけるスロッシング

の影響を考慮した発生反力，モーメントの算出

「4.2.4.3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の検出器に対するスロッ

シングの影響を考慮した発生反力，モーメントの算出」にて求めた表 4-12（Ss-1）

及び表 4-15（Ss-7）の値を検出器架台の先端部に入力し，解析を実施する。解析に

より得られた検出器架台の部材に発生する反力とモーメントを表 5-9（Ss-1）及び表

5-10（Ss-7）に示す。

表 5－9 検出器架台評価用反力，モーメント（Ss-1）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器

架台

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング

表 5－10 検出器架台評価用反力，モーメント（Ss-7）

対象部位 ケース
反力(N) モーメント(N･m)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

検出器

架台

地震力

スロッシング

地震力＋

スロッシング
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5.2.5 検出器架台の計算条件

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広

域）（G41-L/TE101，102，104，106，108，110～116，118，119）の耐震性についての計算

結果】，【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）（G41-TE120）の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

5.2.6 検出器架台の応力の評価

5.2.6.1 基礎ボルトの応力評価

基礎ボルトに生じる引張応力は次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であるこ

と。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ， ƒｔｏ ] ･･････････････････････(5.2.6.1)

せん断応力τは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂ は下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂ

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

5.2.6.2 検出器架台の応力評価

検出器架台に生じる組合せ応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔ３以下である

こと。ただし，ƒｔ３は下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容組合せ応力

ƒｔ３

Ｆ

1.5
・1.5

＊
＊

＊
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6. 機能維持評価

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の電気的機能維持評価について，以下に示す。

6.1 機能維持評価用加速度

各熱電対の機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度，又は「4. 検出器の評価」の地震応答解析で評価し

た検出器に生じる最大の応答加速度のいずれか大きい値とする。

なお，地震応答解析から求まる応答加速度は，剛領域の振動モードの影響を踏まえて，20Hz

を超える振動数領域まで考慮した地震応答解析により，応答加速度の算出を行う。機能維持評

価用加速度を表 6－1に示す。
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表 6－1 機能維持評価用加速度 (×9.8m/s2)

評価部位
対象機器設置箇所

(m)
方向

機能維持評価

用加速度*1

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE101）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE102）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE104）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE106）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE108）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE110）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE111）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE112）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE113）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE114）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE115）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE116）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE118）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE119）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-TE120）

原子炉建屋

T.M.S.L. 31.700*2

水平 2.14

鉛直 1.64

注記*1：検出器に生じる最大の応答加速度を全ての熱電対に適用した値を示す。打ち切り振動数

を 30Hz として計算した結果を示す。

*2：基準床レベルを示す。
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6.2 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の機能確認済加速度には，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全

性を確認した加速度を適用する。

機能確認済加速度を表 6－2 に示す。
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表 6－2 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2）

評価部位 方向 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE101）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE102）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE104）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE106）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE108）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE110）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE111）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE112）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE113）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE114）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE115）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE116）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE118）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-L/TE119）

水平

鉛直

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）

（G41-TE120）

水平

鉛直
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE101）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE101）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE101）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE101）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE102）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE102）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE102）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE102）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE104）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE104）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE104）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE104）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE106）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE106）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE106）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE106）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE108）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE108）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE108）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE108）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE110）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE110）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE110）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE110）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE111）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE111）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE111）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

8
9

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE111）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE112）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE112）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE112）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE112）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE113）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE113）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE113）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

1
0
5

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE113）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE114）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE114）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE114）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE114）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

1
1
7

【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE115）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE115）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE115）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE115）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE116）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE116）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE116）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

1
2
9

1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE116）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



K6 ① Ⅵ-2-4-2-4 R0

1
3
2

1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE118）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE118）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE118）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE118）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-L/TE119）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE119）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE119）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-L/TE119）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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【使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）（G41-TE120）の耐震性についての計算結果】

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器

1.1.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-TE120）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊1
― ―

ＣＨ＝1.37

又は*2

ＣＶ＝1.16

又は*2
100

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値。

1.1.2 機器要目

1.1.2.1 検出器

1.1.2.2 検出器サポート

部材
ｍ ｐ

(kg)
ｍ Ｗ 1

(kg)
ｍ Ｗ 2

(kg)
ｄ ０

(mm)
ｄ ｉ

(mm)
ｌ p
(mm)

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

保護管 165.2 151.0 11878 176 476 205 205

部材
Ａ

(mm 2)
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器サポート 5900 176 476 205 205

＊

＊
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1.1.3 計算数値

1.1.3.1 検出器

1.1.3.1.1 保護管に作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管
(Ss 1～8 包絡) － － －

保護管

Ss-1 － － －

保護管
Ss-7 － － －

1.1.3.2 保護管に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

保護管

(Ss-1～8 包絡) － － －

保護管

Ss 1 － － －

保護管
Ss-7 － － －
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1.1.3.2 検出器サポート

1.1.3.2.1 検出器サポートに作用する反力 (単位：N)

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)
Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －

1.1.3.2.2 検出器サポートに作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器サポート(上部）

(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(上部)

Ss-1 － － －

検出器サポート(上部)

Ss-7 － － －

検出器サポート(下部）
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器サポート(下部)
Ss-1 － － －

検出器サポート(下部)
Ss-7 － － －
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1.2 検出器架台及び基礎ボルト

1.2.1 設計条件

機器名称 設備分類
据付場所及び床面高さ

（m）

固有周期(s)
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度
基準地震動ＳＳ

周囲環境温度

（℃）
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA 広域）

（G41-TE120）

常設／防止

常設／緩和

原子炉建屋

T.M.S.L.31.700＊
0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.16 100

注記＊：基準床レベルを示す。

1.2.2 機器要目

1.2.2.1 基礎ボルト部

部材
Ｗ

(N)

ｄ

(mm)

Ａｂ

(mm 2)
n

Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｆ

(MPa)

基礎ボルト
16

(M16)
201.1 6

194

(40mm＜径)

373

(40mm＜径)
232

1.2.2.2 検出器架台部

部材
Ｓｙ

(MPa)
Ｓｕ

(MPa)
Ｓｙ (ＲＴ)

(MPa)
Ｆ

(MPa)

検出器架台 171 441 205 205

1.2.3 計算数値

1.2.3.1 基礎ボルト部

1.2.3.1.1 基礎ボルト部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

＊

＊
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1.2.3.1.2 基礎ボルト部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト

(Ss 1～8 包絡) － － －

基礎ボルト
Ss-1 － － －

基礎ボルト
Ss-7 － － －

1.2.3.2 検出器架台部

1.2.3.2.1 検出器架台部に作用する反力 （単位：N）

部材

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台
Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －

1.2.3.2.2 検出器架台部に作用するモーメント （単位：N･m）

部材

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

検出器架台
(Ss-1～8 包絡) － － －

検出器架台

Ss-1 － － －

検出器架台
Ss-7 － － －
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1.3 結論

1.3.1 検出器の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

保護管

(Ss-1～8 包絡)
SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝34 ƒｔ１＝205

保護管
Ss-1

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝51 ƒｔ１＝205

保護管
Ss 7

SUS316TP 組合せ ― ― σｋ１＝57 ƒｔ１＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.2 検出器サポートの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器サポート(上部）
(Ss 1～8 包絡)

SUS316 組合せ σｋ２＝41 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝65 ƒｔ２＝205

検出器サポート(上部)

Ss-7
SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝40 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部）

(Ss 1～8 包絡)
SUS316 組合せ σｋ２＝12 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-1

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝26 ƒｔ２＝205

検出器サポート(下部)
Ss-7

SUS316 組合せ ― ― σｋ２＝8 ƒｔ２＝205

すべて許容応力以下である。
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1.3.3 基礎ボルトの応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト
(Ss-1～8 包絡)

SS400
引張り ― ― σｔ＝76 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝17 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-1
SS400

引張り ― ― σｔ＝75 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝18 ƒｓｂ＝107

基礎ボルト

Ss-7
SS400

引張り ― ― σｔ＝66 ƒｔｓ＝139*

せん断 ― ― τ1＝20 ƒｓｂ＝107

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ，ƒｔｏ]

1.3.4 検出器架台の応力 （単位：MPa）

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

検出器架台

(Ss-1～8 包絡)
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss 1
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝61 ƒｔ３＝205

検出器架台

Ss-7
SUS304 組合せ ― ― σｋ３＝56 ƒｔ３＝205

すべて許容応力以下である。

1.3.5 電気的機能の評価結果 (×9.8m/s2)

機能維持評価用加速度＊1 機能確認済加速度

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA 広域）

（G41-TE120）

水平方向 2.14＊2

鉛直方向 1.64＊2

注記＊1：基準地震動Ｓｓにより定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・ZPA のいずれか大きい値とする。

＊2：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を 30Hz として計算した結果を示す。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.4 その他の機器要目

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値

縦弾性係数 Ε MPa

190000

(SUS316TP)

190000

(SUS316)

190000

(SUS304)

ポアソン比 ν ― 0.3

(2) ばねの指定

項目

ばね定数

Ｘ軸

(N/mm)

Ｙ軸

(N/mm)

Ｚ軸

(N/mm)

Ｘ軸回転

(N･mm/rad)

Ｙ軸回転

(N･mm/rad)

Ｚ軸回転

(N･mm/rad)

取合い点

（検出器上端）

検出器サポート ― ― ― ―

(3) 検出器の断面性状

部材
要素

番号

断面積 断面係数

(mm2) (mm3)

検出器 1～299

(4) 検出器架台の断面性状

部材
要素

番号

Ac Z1 Z2 Zp1

(mm2) (mm3) (mm3) (mm3)

検出器架台

1,3

2

7,8

4,6

5

X

Y

Z

Y

節点番号：1～9

要素番号：1～8

◆
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵プール監視カメラが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 
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2. 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ 

 2.1 概要 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事

故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

 2.2 一般事項 

  2.2.1 構造計画 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

赤外線カメラは，基礎に

固定されたサポート鋼材

に取付ボルトで設置す

る。 

 

赤外線カメラ 【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ】 

 

 

正面 側面 

123 353 

3
4
2 

（長辺方向） （短辺方向） 

基礎 
（壁面） 

サポート鋼材
（溝型鋼） 

赤外線カメラ 

取付ボルト 

（単位：mm） 
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  2.2.2 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」にて示す使

用済燃料貯蔵プール監視カメラの部位を踏まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所におい

て，「2.4 固有周期」で確認した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「2.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。ま

た，使用済燃料貯蔵プール監視カメラの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加

速度以下であることを，「2.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「2.7 評価結果」に示す。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 使用済燃料貯蔵プール監視カメラの耐震評価フロー 

 
 

カメラの電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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  2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準を以下に示す。 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・ 

 補-1984（（社）日本電気協会） 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 

 （（社）日本電気協会） 

 ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下 

       「設計・建設規格」という。） 
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  2.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ｍｉ カメラの質量＊2 kg 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 
Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の MPa 
 40℃における値＊1  

π 円周率 ― 
σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，

ｎｆｉ， 

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ（ＲＴ），σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のと

おりとする。 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉ の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝2：カメラ 

＊3 ： １ｉ≦  ２ｉ 

＊
 

＊
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  2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及 

   び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位 

   までの値とする。 
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 2.3 評価部位 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる取付ボルトについて実施する。使用済燃料貯蔵プール監視カメ

ラの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

 2.4 固有周期 

  2.4.1 基本方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

  2.4.2 固有周期の確認方法 

振動試験装置により固有振動数を測定する。使用済燃料貯蔵プール監視カメラの外形図

を表 2－1の概略構造図に示す。 

 

  2.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 2－3に示す。測定の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

であることを確認した。 

 

表 2－3 固有周期                        (単位：s) 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ 

(U51-ITV-No.IRSFP) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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 2.5 構造強度評価 

  2.5.1 構造強度評価方法 

   (1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラの質量は重心に集中しているものとする。 

   (2) 地震力は使用済燃料貯蔵プール監視カメラに対して，水平方向及び鉛直方向から作用す

るものとする。 

   (3) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラは基礎に固定されたサポート鋼材に取付ボルトで設置

されており，固定端とする。 

   (4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容

値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

   (5) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条

件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

   (6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

   2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 2－4 に示す。 

 

   2.5.2.2 許容応力 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 2－5 のとおりとする。 

 

   2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 2－6に示す。 
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表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他 
使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1 ：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

    

＊
 

＊
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表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 
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  2.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。 

 

表 2－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵 

プール監視カメラ 

（U51-ITV-No.IRSFP） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

（T.M.S.L.49.700＊） 

0.05 

以下 

0.05 

以下 
― ― ＣＨ=2.76 ＣＶ=1.54 

          注記＊：基準床レベルを示す。 
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  2.5.4 計算方法 

   2.5.4.1 応力の計算方法 

    2.5.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

 

図2－2 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

図2－3 計算モデル（長辺方向転倒） 

ｍ２・ＣＨ・g 

転倒支点となる 
ボルト 

１２ ２２ 

取付ボルト 

引張りを受ける 
ボルト 

ｈ
２
 

２２ １２

( １２≦ ２２) 

転倒方向 

ｍ２・(ＣＶ－1)・g 

ｍ２・(ＣＶ－1)・g 

転倒方向 

ｍ２・ＣＨ・g

取付ボルト 
２２ 

転倒支点となる 
ボルト 引張りを受ける 

ボルト 

１２ ２２ 

( １２≦ ２２) 

ｈ
２
 

１２ 
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     (1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図2－2及び図2－3でそれぞれのボルトを支点とする

転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ２ ＝ 
ｍ２・g・ＣＨ・ｈ２ －ｍ２・g・(1－ＣＶ)・ ２２ 

ｎｆ２・( １２＋ ２２)
  ······ (2.5.4.1.1.1) 

 

引張応力 

σｂ２＝
Ｆｂ２

Ａｂ２
  ············································· (2.5.4.1.1.2) 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝
π

4
・ｄ２ 

2  ········································· (2.5.4.1.1.3) 

 

     (2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ２ ＝ ｍ２・ＣＨ・g  ···································· (2.5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ２ ＝ 
Ｑｂ２

ｎ２・Ａｂ２
  ······································ (2.5.4.1.1.5) 
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  2.5.5 計算条件 

   2.5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ（U51-ITV-No.IRSFP）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 
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  2.5.6 応力の評価 

   2.5.6.1 ボルトの応力評価 

2.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ

以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ······· (2.5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下で

あること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏｉ 

 Ｆi
  

2
・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓｂｉ 

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5 

 

＊
 

＊
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 2.6 機能維持評価 

  2.6.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基

準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式のカメラ単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－8 に示す。 

 

表 2－8 機能確認済加速度                (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ 

（U51-ITV-No.IRSFP） 

水平  

鉛直  
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 2.7 評価結果 

  2.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

   (2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（U51-ITV-No.IRSFP）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ 

（U51-ITV-No.IRSFP） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

(T.M.S.L.49.700＊) 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝2.76 ＣＶ＝1.54 100 

 

 1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 167 

8 

（M8） 
50.27 4 

194 

(40 ㎜＜径) 

373 

(40 ㎜＜径) 

 

部材 
１ｉ

＊
 

(mm) 

２ｉ
＊
 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

4 53 1 
― 232 ― 短辺方向 

15 65 1 

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-5 R0 

2
1
 

 1.3 計算数値 

  1.3.1 ボルトに作用する力 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

 1.4 結論 
  1.4.1 ボルトの応力  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ2＝17 ƒｔｓ2＝174＊ 

せん断 ― ― τｂ2＝2 ƒｓｂ2＝134 

すべて許容応力以下である。                          注記 ＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

  1.4.2 電気的機能の評価結果 

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ 

（U51-ITV-No.IRSFP） 

水平方向 2.29  

鉛直方向 1.28  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

（単位：N） 

（単位：MPa） 

（×9.8m/s2） 
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転倒方向 

( １２≦ ２２) 

１２ ２２ 

１２２２ 

取付ボルト 
１２ ２２ 

１２ ２２ 

( １２≦ ２２) 

ｈ
２

 

ｈ
２
 

取付ボルト 

（短辺方向） （長辺方向） 

正面 側面 
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3. 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポート 

3.1 概要 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートは，重大事故等対処設備においては常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 3.2 一般事項 

  3.2.1 構造計画 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの構造計画を表 3－1に示す。 
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表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サポート鋼材は，基礎に

基礎ボルトで設置する。 

 

支持構造物 【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポート】 

 

（単位：mm） 

正面 側面 

赤外線カメラ 
123 

353 

3
4
2 

（側面方向） （正面方向） 

サポート鋼材 
（溝型鋼） 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

5
4
0 

300 

6
5
 

230 

基礎 

（壁面） 
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  3.2.2 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.2.1 構造計画」

にて示す使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの部位を踏まえ「3.3 評価部位」に

て設定する箇所において，「3.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力に

よる応力等が許容限界内に収まることを，「3.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「3.6 評価結果」に示す。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの耐震評価フローを図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの耐震評価フロー 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 

地震応答解析 
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  3.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準を以下に示す。 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・ 

 補-1984（（社）日本電気協会） 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

      ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 

 （（社）日本電気協会） 

 ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下 

       「設計・建設規格」という。） 
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  3.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

１ 

２ 

３ 

 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

ｎｙ 

ｎｚ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

ν 

Ｗ 

π 

σｂ 

τｂ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 
設計・建設規格 SSB-3131又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

ボルトの応力計算に用いる距離（水平方向） 

ボルトの応力計算に用いる距離（鉛直方向） 

ボルトの応力計算に用いる距離（水平方向と鉛直方向の小さい

方） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

基礎ボルトの本数 

Ｍｙの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｚの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

ポアソン比 

カメラの荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

― 

N 

― 

MPa 

MPa 

 

＊
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  3.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3－2に示すとおりとする。 

 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及 

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位 

までの値とする。 
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 3.3 評価部位 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの耐震評価は，「3.5.1 構造強度評価方法」に

示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。使用済燃料貯蔵プ

ール監視カメラ用サポートの耐震評価部位については，表 3－1の概略構造図に示す。 
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 3.4 固有周期 

  3.4.1 固有値解析方法 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートは，「3.4.2 解析モデル及び諸元」に示す

三次元はりモデルとして考える。 

 

  3.4.2 解析モデル及び諸元 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの解析モデルを図 3－2に，解析モデルの

概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用

サポートの耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

   (1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの赤外線カメラの質量は，重心に集中する

ものとする。 

   (2) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの赤外線カメラの重心位置については，計

算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定するものとする。 

   (3) 拘束条件は，支持点（サポート基礎部）を完全拘束とする。 

なお，基礎ボルト部は剛体として評価する。 

   (4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5)  解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

    

 
 

図 3－2 解析モデル 

6 

1 

支持点（サポート基礎部） 

支持点（サポート基礎部） 

サポート固定金具（鋼板） 仮想鋼材 

サポート鋼材（溝型鋼） 

カメラの荷重点 

W 

3 

2 

1 

4 

5 

4 

3 

2 

5 

〔番号の説明〕 

  1～6：節点番号 

 □1 ～□5 ：要素番号 



 

31 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
5
 
R0
 

  3.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 3－3に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

表 3－3 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平  ― ― ― 
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 3.5 構造強度評価 

  3.5.1 構造強度評価方法 

3.4.2 項(1)～(4)のほか，次の条件で計算する。 

   (1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートに対して，水平方向及び 

鉛直方向から作用するものとする。 

   (2) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。 

 

  3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

   3.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－4に示す。 

 

   3.5.2.2 許容応力 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき表 3－5のとおりとする。 

 

   3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの使用材料の許容応力評価条件のうち

の評価に用いるものを表 3－6に示す。 
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表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他 
使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用サポート 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1 ：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 
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  3.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き設定する。 

 

表 3－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料 

貯蔵プール 

監視カメラ用

サポート 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

（T.M.S.L.49.700＊） 

 
0.05 

以下 
― ― ＣＨ=2.76 ＣＶ=1.54 

 注記＊：基準床レベルを示す。 
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  3.5.4 計算方法 

   3.5.4.1 応力の計算方法 

    3.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる解析からサポート基礎部の内力

を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

 
図 3－3 計算モデル（サポート基礎部，基礎ボルト） 

  

１ 

２：Y方向における基礎ボルトから端部までの距離（ ２’）の 2倍とする。 

２
 

２
’
 

サポート評価点 

荷重点 

Z X 

Y 

Ｆ
ｚ
 Ｆ

ｘ
 

Ｆ
ｙ
 

Ｍ
ｘ
 

Ｍ
ｙ
 

Ｍ
ｚ
 

Y

Z

Y

X
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解析によって得られたサポート基礎部の評価点の最大反力とモーメントを表 3

－8に示す。 

表3－8 サポート発生反力，モーメント 

対象計器 

反力(N) モーメント(N･mm) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

使用済燃料 

貯蔵プール 

監視カメラ用

サポート 

   
   

 

       (1) 引張応力 

基礎ボルト（１本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。 

引張力 

ｚ

ｚ

ｙ

ｙｘ
ｂ

・ｎ

Ｍ
＋

・ｎ

Ｍ
＋

ｎ

Ｆ
＝Ｆ

２１

  ······················  (3.5.4.1.1.1) 

引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ   ·········································  (3.5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ 2  ·····································  (3.5.4.1.1.3) 

 

       (2) せん断応力 

基礎ボルト（１本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。 

 

せん断力 

・ｎ

Ｍ
＋

ｎ

＋ＦＦ
＝Ｑ

３

ｘｚｙ
ｂ

２２

  ·························  (3.5.4.1.1.4) 

ここで，ボルトの応力計算に用いる ３は次式により求める。 

)，Min(＝ ２１３    ··································  (3.5.4.1.1.5) 

 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ   ·········································  (3.5.4.1.1.6) 
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  3.5.5 計算条件 

   3.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サ

ポート】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  3.5.6 応力の評価 

   3.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

3.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (3.4.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

           
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

＊
 

＊
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 3.6 評価結果 

  3.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを確認した。 

 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用サポートの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用サポート 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

（T.M.S.L.49.700＊） 

 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝2.76 ＣＶ＝1.54 100 

  

 

 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｙ ｎｚ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

基礎ボルト  220 80 
12 

（M12） 
113.1 2 1 2 

194 

(40 ㎜＜径) 

373 

(40 ㎜＜径) 
232 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力                                                   (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎部 ―  ―  ―  

 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント                                                               (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎部 ―  ―  ―  

 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―  ―  
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1.4 結論 
1.4.1 基礎ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝7 ƒｔｓ＝139＊ 

せん断 ― ― τｂ＝4 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

縦弾性係数 Ε MPa 198000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 5 

節点数 － 個 6 
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１ 

２
 

２
’

 

２
：Y方向における基礎ボルトから 

端部までの距離（
２
’）の 2倍とする。 

荷重点 
サポート評価

 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

Y

X

Y

Z
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1. 概要 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

以下，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基

づき，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を構成するコンプレッサ，冷却器が設計用地震

力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。同様に，使用済

燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を構成するエアクーラが設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりである。 

 

 (1) コンプレッサ，冷却器 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの耐環境性向上用の空気を供給するコンプレッサ及び冷

却器の評価結果をⅥ-2-4-2-6(1)「使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッ

サ，冷却器）の耐震性についての計算書」に記載する。 

 (2) エアクーラ 

コンプレッサから供給された圧縮空気を使用済燃料貯蔵プール監視カメラへ冷風を供給す

るエアクーラの評価結果をⅥ-2-4-2-6(2)「使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エ

アクーラ）の耐震性についての計算書」に記載する。 

 

 本計算書は以下の構成で使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置の評価結果を示す。 

(1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の耐震性につい

ての計算書 

(2) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震性についての計算書 
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（１） 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器）の耐震性についての計算書



 

 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
2-
4
-
2-
6
(
1)
 
R
0 

目  次 

 

1. 概要  ········································································  1 

2. 一般事項  ····································································  1 

2.1 構造計画  ··································································  1 

2.2 評価方針  ··································································  3 

2.3 適用規格・基準等  ··························································  4 

2.4 記号の説明  ································································  5 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ····················································  6 

3. 評価部位  ····································································  7 

4. 固有周期  ····································································  8 

4.1 基本方針  ··································································  8 

4.2 固有周期の確認方法  ························································  8 

4.3 固有周期の確認結果  ························································  8 

5. 構造強度評価  ································································  9 

5.1 構造強度評価方法  ··························································  9 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 ···················································  9 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  ···········································  9 

5.2.2 許容応力  ······························································  9 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件  ·············································  9 

5.3 設計用地震力  ·····························································  13 

5.4 計算方法  ·································································  14 

5.4.1 応力の計算方法  ·······················································  14 

5.5 計算条件  ·································································  16 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件  ··············································  16 

5.6 応力の評価  ·······························································  17 

5.6.1 ボルトの応力評価  ·····················································  17 

6. 機能維持評価  ·······························································  18 

6.1 動的機能維持評価方法  ·····················································  18 

7. 評価結果  ···································································  19 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ········································  19 

 

 



 

1 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
6
(
1)
 
R
0 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）が設計用

地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）は，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示

す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の構造計画を表 2－

1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ用空冷装置（コ

ンプレッサ，冷却器）

は，基礎に基礎ボルトで

設置する。 

コンプレッサ，冷却

器 

【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）】 

 

機器 

名称 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-001） 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-002） 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-003） 

たて 713 713 713 

横 723 723 723 

高さ 895 895 895 

 

横

(長辺方向) (短辺方向) 

たて

高
さ

 

正面 側面 

コンプレッサ

基礎ボルト 

(メカニカルアンカ) 

基礎 

冷却器 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の応力評価は，Ⅵ-2-

1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 

構造計画」にて示す使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で確認した固有周

期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コ

ンプレッサ，冷却器）の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的

機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「6. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示

す。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の耐震評価フローを

図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の 

耐震評価フロー 

 
 

装置の動的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ* 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ｍｉ コンプレッサ，冷却器の質量＊2 kg 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 
Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 
σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ*，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとお

りとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉ の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：コンプレッサ，冷却器 

＊3： １ｉ≦  ２ｉ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の耐震評価は，「5.1 

構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の耐震評価部位につい

ては，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 基本方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の固有周期は，振動

試験（加振試験）にて求める。 

 

4.2 固有周期の確認方法 

振動試験装置により固有振動数を測定する。使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置

（コンプレッサ，冷却器）の外形図を表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－1に示す。測定の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

表 4－1 固有周期              (単位：s) 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-001） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-002） 

水平  

鉛直 0.05 以下 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-003） 

水平  

鉛直 0.05 以下 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の質量は重心に集

中しているものとする。 

(2) 地震力は使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）に対し

て，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）は基礎に基礎ボル

トで設置されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容値

／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の重心位置につい

ては，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算

を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の荷重の組合せ

及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の許容応力は，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の使用材料の許

容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

(コンプレッサ，冷却器) 

（U51-D-001） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 
0.05 

以下 
― ― ＣＨ=1.75 ＣＶ=1.45 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

(コンプレッサ，冷却器) 

（U51-D-002） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 
0.05 

以下 
― ― ＣＨ=1.75 ＣＶ=1.45 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

(コンプレッサ，冷却器) 

（U51-D-003） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 
0.05 

以下 
― ― ＣＨ=1.75 ＣＶ=1.45 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 
図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 
図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

  

ｍ１・(ＣＶ－1)・g 

転倒支点 

転倒方向 

ｍ１・ＣＨ・g 

１１ ２１ 

ｈ
１

 

１１ ２１ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

１１ ２１ 

転倒方向 

ｍ１・ＣＨ・g 

転倒支点 
１１ ２１ 

転倒支点となる 
ボルト列 

ｈ
１
 

ｍ１・(ＣＶ－1)・g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ１ ＝
ｍ１・ＣＨ・ｈ１・g －ｍ１・(1－ＣＶ)・ ２１・g 

 ｎｆ１・( １１＋ ２１)
  (5.4.1.1.1) 

引張応力 

σｂ１ ＝
Ｆｂ１

Ａｂ１
  ······································ (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１ は次式により求める。 

Ａｂ１ ＝
π

4
・ｄ１

 2  ·································· (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ１ ＝ ｍ１・ＣＨ・g  ······························ (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ１ ＝
Ｑｂ１

ｎ１・Ａｂ１
  ································· (5.4.1.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監視カ

メラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）（U51-D-001）の耐震性についての計算結果】，

【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）（U51-D-002）の

耐震性についての計算結果】，【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッ

サ，冷却器）（U51-D-003）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示

す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下で

あること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ············· (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏｉ 

Ｆｉ*
2

・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓｂｉ 

Ｆｉ*
1.5・ 3

・1.5 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の動的機能維持評価

について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の機能確認済加速度

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式の装置の正弦波加振試験において動的

機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

水平  

鉛直  

 

 

 

 

 

 



 

19 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
6
(
1)
 
R
0 

7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）の重大事故等時の状

態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地

震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）（U51-D-001）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-001） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 387 12 

（M12） 
113.1 4 211 

(40mm＜径) 

394 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

193 207 2 
―  253 ―  短辺方向 

284 316 2 

 

 

 

 

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
    下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―   ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝10 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝5 ƒｓｂ１＝117 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

  

1.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視 
カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器）

（U51-D-001） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

Ａ ｈ
１
 

ｈ
１

 

２１ １１ 

２１ １１ 

２１ １１ 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

（ １１≦ ２１） 

Ａ 

（ １１≦ ２１） 

（ １１≦ ２１） Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

側面 
(短辺方向) 

正面 
(長辺方向) 
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【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）（U51-D-002）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-002） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 387 12 

（M12） 
113.1 4 211 

(40mm＜径) 

394 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

193 207 2 
―  253 ―  短辺方向 

284 316 2 

 

 

 

 

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
    下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―   ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝10 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝5 ƒｓｂ１＝117 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

  

1.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視 
カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-002） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

Ａ ｈ
１
 

ｈ
１

 

２１ １１ 

２１ １１ 

２１ １１ 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

（ １１≦ ２１） 

Ａ 

（ １１≦ ２１） 

（ １１≦ ２１） Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

側面 
(短辺方向) 

正面 
(長辺方向) 
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【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（コンプレッサ，冷却器）（U51-D-003）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-003） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700＊ 
 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.75 ＣＶ＝1.45 50 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 387 12 

（M12） 
113.1 4 211 

(40mm＜径) 

394 

(40mm＜径) 

 

部材 
１ｉ＊

 

(mm) 
２ｉ＊

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

193 207 2 
―  253 ―  短辺方向 

284 316 2 

 

 

 

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
    下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―   ―  

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張り ― ― σｂ１＝10 ƒｔｓ１＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝5 ƒｓｂ１＝117 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

  

1.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視 
カメラ用空冷装置 

（コンプレッサ，冷却器） 

（U51-D-003） 

水平方向 1.46  

鉛直方向 1.20  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ａ 
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（ １１≦ ２１） Ａ～Ａ矢視図 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

側面 
(短辺方向) 

正面 
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（２） 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラ）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）が設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）は，重大事故等対処設備において

は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ用空冷装置（エ

アクーラ）は, 機器取付

ボルトによりサポート鋼

材に固定される。 

サポート鋼材は，基礎に

基礎ボルトで設置する。 

 

エアクーラ 【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）】 

 

機器取付ボルト 

基礎 
（壁面） 

（単位：mm） 

正面 側面 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

サポート鋼材 
（L字鋼） 

エアクーラ 

200 

250 

（側面方向） （正面方向） 

5
6
0 



 

3 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
6
(
2)
 
R
0 

2.2 評価方針 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計

画」にて示す使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の部位を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地

震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の機能

維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震評価フローを図 2－1に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 

地震応答解析 

装置の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ* 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

１ 

 

２ 

 

３ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

ｎｙ 

ｎｚ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

ν 

Ｗ 

π 

σｂ 

τｂ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

水平方向（ｚ方向）における基礎ボルトからプレート端部までの

最短距離の2倍 

鉛直方向（ｙ方向）における基礎ボルトからプレート端部までの

最短距離の2倍 

水平方向（ １）と鉛直方向（ ２）の小さい方 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

引張力及びせん断力に耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｙの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｚの引張力に耐えうる基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

ポアソン比 

装置の荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

 

mm 

 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

― 

N 

― 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位まで

の値とする。 
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3. 評価部位 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震評価は，「5.1 構造強度評

価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。使用済燃

料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震評価部位については，表 2－1の概略

構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

  使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の固有値解析方法を以下に示

す。 

(1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）は，「4.2 解析モデル及び諸

元」に示す三次元はりモデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）のモデルを図 4－1に，解析モ

デルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ

用空冷装置（エアクーラ）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の質量は，重心に集中するも

のとする。 

(2) 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の重心位置については，計算

条件が厳しくなる位置に重心位置を設定するものとする。 

(3) 拘束条件は，支持点（サポート基礎部）を完全拘束とする。なお，基礎ボルト部は剛体と

して評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 
図 4－1 解析モデル 

  

□3  

□2  

4 

3 

□1  

支持点（サポート基礎部） 

W 

エアクーラの荷重点 

サポート鋼材（山形鋼） 

支持点（サポート基礎部） 

1 

2 

サポート固定金具（鋼板） 

〔番号の説明〕 
1 ～ 4 ：節点番号 

□1 ～□3 ：要素番号 

ｙ 

ｘ 

ｚ 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平，鉛直*  ― ― ― 

注記＊：1次モードは水平方向（Ｘ方向）及び鉛直方向に寄与する振動であったため， 

卓越方向を併記している。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(4)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）に対して，水平方

向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の荷重の組合せ及び許容応

力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の使用材料の許容応力評価

条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラ） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1 ：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径） 
周囲環境温度 100 194 373 ― 
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵 

プール監視カメラ

用空冷装置 

（エアクーラ） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

（T.M.S.L.49.700＊） 

  ― ― ＣＨ=2.76 ＣＶ=1.54 

 注記＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる解析からサポート基礎部の内力を

求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

 

 
 

図 5－1 計算モデル（サポート基礎部，基礎ボルト） 
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解析によって得られたサポート基礎部の評価点の最大反力とモーメントを表 5－5

に示す。 

表5－5 サポート基礎部発生反力，モーメント 

反力(N) モーメント(N･mm) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

      

 

(1) 引張応力 

基礎ボルト（１本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。 

引張力 

ｚ

ｚ

ｙ

ｙｘ
ｂ

・ｎ

Ｍ
＋

・ｎ

Ｍ
＋

ｎ

Ｆ
＝Ｆ

２１

 ･･･････････････････････････････ (5.4.1.1) 

引張応力 

 
ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ  ･･････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ 2 ･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルト（１本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。 

せん断力 

 
・ｎ

Ｍ
＋

ｎ

＋ＦＦ
＝Ｑ

３

ｘｚｙ
ｂ

２２

 ･････････････････････････････････ (5.4.1.4) 

ここで，距離 ３は次式により求める。 

)，Min(＝ ２１３   ･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.5) 

 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ  ･････････････････････････････････････････････････ (5.4.1.6) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装

置（エアクーラ）】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下である

こと。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

    ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

           
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

 Ｆ* 
2

・1.5  

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

 Ｆ* 
1.5・ 3

・1.5  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の電気的機能維持評価について

以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-

1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式の装置の正弦波加振試験において，電気的機能

の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

 

   表 6－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラ） 

水平  

鉛直  
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の重大事故等時の状態を考慮し

た場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-6(2) R0 

2
0
 

【使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置（エアクーラ）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラ） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.700 

（T.M.S.L.49.700＊） 

  ― ― ＣＨ=2.76 ＣＶ=1.54 100 

  

 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 
(N) 

１ 
(mm) 

２ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎｙ ｎｚ 
Ｓｙ 

(MPa) 
Ｓｕ 

(MPa) 
Ｆ* 

(MPa) 

基礎ボルト  200 80 
12 

（M12） 
113.1 1 1 1 

194 

(40mm＜径) 

373 

(40mm＜径) 
232 

 

 

 

 

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-6(2) R0 

2
1
 

1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力                                                   (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎部 ―  ―  ―  

 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント                                                               (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎部 ―  ―  ―  

 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―  ―  

 

   

   

  



 

 

K6 ① Ⅵ-2-4-2-6(2) R0 

2
2
 

1.4 結論 
1.4.1 基礎ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝3 ƒｔｓ＝139＊ 

せん断 ― ― τｂ＝2 ƒｓｂ＝107 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラ） 

水平方向 2.29  

鉛直方向 1.28  

注記*：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

縦弾性係数 Ε MPa  

ポアソン比 ν － 0.3 

節点数 － － 4 

要素数 － － 3 
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１
 

２
 

荷重点 

サポート評価点 

Y

Z

Y

X

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

基礎ボルト 
（メカニカルアンカ） 

ｙ 

ｘ ｚ 

ｙ 


